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鳥取市水道事業長期経営構想フォローアップ業務経過報告 

平成 17 年６月に｢鳥取市水道事業長期経営構想｣を策定した後、有収水量の減少など水道事業を取り巻く環境が厳しさを増したことや簡易
水道の統合を踏まえ、平成 27 年４月に、平成 27 年度から令和 7 年度までの 11 年間を計画期間として、長期経営構想を改訂しました。 
長期経営構想を効果的に実施するために PDCA サイクルを活用したフォローアップを行うこととしており、計画期間の前期に当たる平

成27 年度から平成 30 年度を事業スケジュールの短期として各施策達成状況を確認し、令和 7 年度までの施策を効果的に推進するため、事業
スケジュールや財政計画の見直しを進めております。
今回は各施策の達成状況等について報告します。

１．長期経営構想における施策の進捗状況について 
安全、強靱および持続の 3 本柱で将来像を実現するための目標を設定し、短期中（平成 27～30 年）に実施完了として計画していた取組

は全１7 項目ありました。 
（１）安全

    「城山配水地への浄水施設整備」や｢鉛製給水管更新事業の継続｣などは計画どおり達成しました。水質管理体制強化に基づく｢水質
検査室の建設｣は継続実施中で、本年度完成し、次年度供用開始となります。 

（２）強靭
安定的な水道水の供給を行うための施策である江山浄水場の給水エリア拡大については、簡易水道のハード統合箇所を含め計画ど

おり達成しています。｢耐震化計画の策定｣については、水道施設台帳の整備後に着手します。｢配水池の耐震診断・耐震補強｣について
は、統合前上水道区域で耐震診断は完了していますが、耐震補強は未完了となっています。また、｢叶水源地自家発電施設の更新｣は、
叶水源地利用計画基本設計終了後に着手します。｢水安全計画の策定｣は江山浄水場給水区域のみ策定しています。

令和２年１月２９日 
水道事業審議会 
 議 題（２）
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（３）持続
 水道サービスの持続に関しての施策である｢上水道区域の水道料金の検討｣などは達成しています。｢情報の一元化｣で平成 30 年度ま
でに計画していた、料金システムの簡易水道統合に伴う改良は今年度実施済みです。 

2．財政収支について(統合前上水道区域) 
（１）収益的収支

収入は計画に対し 0.7％～3.1％の増となり給水収益を含め収入は概ね計画どおり。 
支出は 4.6%～6.1％の減となり減価償却費等が計画と比較して減少となりました。 

（２）資本的収支
収入は計画に対し 11.9％～27.4％の減となっており、事業スケジュールの変動により企業債が計画より減少しています。 
支出は 0.9％～17.6％の減となり収入と同様、事業スケジュールの変動により建設改良費が計画より減少しています。 

3．総括 
   各種施策に関し未実施もしくは、未完了の施策があることから、各施策の事業スケジュールの見直し等を図るとともに、地震対策のみ

ならず風水害等を考慮した浸水対策の検討を含めた事業計画の再検討を行います。また、統合前簡易水道区域の整備計画についても平成
29 年度に作成しており、事業計画に基づき実施していきます。 
※ 鳥取市地域水道整備計画；

事業期間：平成 30 年度から令和 19 年度(20 年間) 
総事業費：約 170 億円 
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事業スケジュール（短期（H27～H30））で事業の実施等が完了または変更したもの

安全 安全な水道

水質改善対策 城山配水地への浄水施設整備 検討 導入 完了 事業期間は平成27年度から平成30年度。平成30年7月に供用開始。

標準仕様書の作成 検討 実施 完了 今後は適宜改訂。

水質検査室の建設 検討 建設 未完了 継続実施中。令和元年度完成。令和2年秋頃供用開始予定。

鉛製給水管の更新 鉛製給水管更新事業の継続 実施 実施 完了 事業期間は平成16年度から平成30年度。残存箇所は継続実施。

直結式給水の拡大 実施 実施 完了 平成27年度直結増圧給水を導入。直圧方式の適応範囲を4階まで拡大。

強靱 強靱な水道

上水道事業との統合までの整備 実施 実施 完了 平成28年度までは簡易水道事務を受託し、施設改修。

実施 実施 完了 事業期間は平成24年度から平成29年度。平成28年度山手配水池供用開始。

耐震化計画の策定 実施 実施 未実施 水道施設台帳の整備後に着手。

配水池の耐震診断･耐震補強 実施 実施 未完了 統合前上水道区域の耐震診断は完了。耐震補強は未完了。

叶水源地の自家発電設備更新 更新 未実施 叶水源地利用計画基本設計終了後に着手。

水安全計画の策定 策定 未完了 江山浄水場系統のみ策定。

持続 水道サービスの持続

情報の一元化 実施 実施 未完了
平成27年度管路情報システム導入。
令和元年度に料金システムの簡易水道統合に伴う改良を実施。

上水道区域の水道料金の検討 検討 完了 平成27年度に統合前上水道区域の水道料金統一。平成30年4月に料金改定。

検討 完了 令和2年4月に統合前上水道区域の料金に統一。

職員配置･組織の適正化 簡易水道統合に伴う組織改革 実施 完了 簡易水道統合に伴い管理区域が広がることから、組織の体制を強化。

給水サービスの
向上への取組

集合住宅の各戸検針 試行 試行･検討 完了 市長部局が民間委託に切り替える方針。

再生可能エネルギー
などの導入検討

再生可能エネルギーの導入検討 導入･検討 導入･検討 完了 叶水源地内での導入を検討した結果、敷地の制約より導入を断念
地球温暖化防止、環境保

全などの推進

適正な料金設定
簡易水道等との統合に係る水道料
金の検討

各種書類のデジタルデータ
化による業務効率の向上

地域特性にあった
運営基盤の強化

水道文化･技術の継承と
発展

お客さまニーズを踏まえ
た給水サービスの充実

目標
基本
方針

施策 取組 内容
H26

短期
(H27～H30)

事業スケジュール(当初)

リスク管理マニュアル等の
整備･維持

安定的な水道水の供給

リスクの管理

将来への備え

H30
現在の
状況

水質管理体制の強化水源から
給水栓までの

水質管理

直結増圧式給水の導入および直結
直圧式給水の適用範囲拡大

簡易水道等の統合
に伴う施設改修

江山浄水場系の
給水区域拡大

河原インター山手工業団地配水施
設整備の推進

施設の耐震化

停電を想定した
エネルギー確保
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図１　財政収支の動向　（統合前上水道区域）
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鳥取市水道事業長期経営構想(改訂版) 概要 

本市水道事業の将来像、目標、基本方針及び施策について 

目 標 

安全：お客さまが安心しておいしく飲める水道水の供給を目指す 

強靱：平常時はもとより非常時においても必要量の給水確保を目指す 

持続：健全かつ安定的な経営とお客さまに事業経営の信頼性の向上を目指す 

【本市長期経営構想（改訂版）の施策体系図】 

＜鳥取市水道事業長期経営構想（改定版）72 頁から抜粋＞

【将来像】 【目 標】 【施 策】【基本方針】

安全

強靭

持続

水資源の保全

水源から給水栓までの
水質管理

安定的な水道水の供給

将来への備え

リスクの管理

適正な維持管理

地域特性にあった
運営基盤の強化

水道文化・技術の
継承と発展

運営基盤の強化
及び地域間の連携

お客さまのニーズを踏まえた
給水サービスの充実

お客さまニーズを踏まえた
給水サービスの充実

地球温暖化防止、
環境保全などの推進

（
す
べ
て
の
お
客
さ
ま
に
、
蛇
口
か
ら
直
接
飲
め
る
、
安
全
で
お
い
し
い
水
を
安
く
供
給
す
る
サ
ー
ビ
ス
水
準
を
将
来
に
わ
た
っ
て
維
持
発
展
さ
せ
ま
す
）

お
客
さ
ま
の
視
点
に
立
ち
、
お
客
さ
ま
に
信
頼
し
て
い
た
だ
け
る
水
道
を
目
指
す

水道サービスの持続

強靭な水道

安全な水道

※赤字は重点的に取組む施策

水道水源流域の保全

水質改善対策

水質管理体制の強化

鉛製給水管の更新

直結式給水の拡大

貯水槽水道設置者への
指導・情報提供

殿ダム水源の施設整備

向国安水源地の取水施設の調査

簡易水道等の統合に伴う施設改修

江山浄水場系の給水区域拡大

施設の耐震化

水道施設の複数化

老朽管の更新

応急給水拠点・応急給水施設の整備

停電を想定したエネルギー確保

リスク管理マニュアル等の整備・維持

洪水対策と人的被害対策の強化

地震等災害時における

相互応援体制の充実

配水ブロック化計画の推進

公道漏水調査

アセットマネジメントに基づく

効率的な資産管理

各種書類のデジタルデータ化による
業務効率の向上

コスト縮減

民間活力の導入

適正な料金設定

広域連携等の可能性検討

職員配置・組織の適正化

専門性のある人材の育成

国際貢献策の検討

広報活動の充実

お客さまニーズの迅速な把握

給水サービスの向上への取組

位置エネルギーの活用

再生可能エネルギーなどの導入検討

参考資料１ 
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目標実現のための施策（事業スケジュール）について 

●【目標：安全－安全な水道】

事業スケジュール 

＜鳥取市水道事業長期経営構想（改定版）104 頁から抜粋＞

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

安全  安全な水道

実施 実施

実施 実施

新たな水源保全の取組みの検討 検討

検討 導入

実施 実施

検討 実施

実施 実施

実施 実施

検討 建設

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

水
資
源

の
保
全

水
源
か
ら
給
水
栓
ま
で
の
水
質
管
理

鉛製給水管の更新

直結式給水の拡大

水質管理体制の強化

現状
（H26）

城山配水地への浄水施設整備

標準作業書の作成

鉛製給水管更新事業の継続

直結増圧式給水の導入及び直結直
圧式給水の適用範囲拡大

貯水槽水道設置者への指導・助言

貯水槽水道設置者への情報提供

目標
基本
方針

施策

水質改善対策

取組

貯水槽水道設置者へ
の指導・情報提供

流域事業体等との交流・連携

水道水源流域
の保全

条例に基づく指導・啓発活動

外部精度管理への積極的参加

他の水質検査機関との情報交流

青谷・河原地域及び簡易水道区域を
含めた監視体制の構築

自動水質監視装置の設置

水質検査室の建設

構築
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●【目標：強靱－強靱な水道】

事業スケジュール 

＜鳥取市水道事業長期経営構想（改定版）105 頁から抜粋＞ 

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

強靭 　強靭な水道

検討

検討

実施 実施

実施

実施 実施

実施

耐震化計画の策定 実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

更新

更新

実施 実施

検討 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

策定

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施

実施 実施

マニュアル内容の周知

災害時等に備えた訓練の実施

広域的な相互応援体制の充実

定期的なマニュアルの見直し

災害時ボランティア協力者制度の充
実

震災時応急給水拠点整備の推進

千代川横断複数化整備の推進

応急給水用資機材の備蓄

震災対策整備事業（老朽管改良）の
推進

配水連絡管整備の推進

上水道事業との統合後の整備

水管橋の耐震診断・耐震補強

基幹管路耐震化整備事業の推進

河原インター山手工業団地配水施設
整備の推進

取組目標
基本
方針

施策

安
定
的
な
水
道
水
の
供
給

老朽管の更新

簡易水道等の統合
に伴う施設改修

水安全計画の策定

向国安水源地の
取水施設の調査

上水道事業との統合までの整備

向国安水源地の調査検討

取水施設の整備方針検討

浸水防止対策の検討・実施

保安設備の改善と強化

配水ブロック化
計画の推進

配水管網整備の推進

配水ブロック形成のための整備
適
正
な

維
持
管
理

水道施設の複数化

応急給水拠点・
応急給水施設の整備

リ
ス
ク
の
管
理

現状
（H26）

水源地の統廃合

配水池の耐震診断・耐震補強

水道局庁舎の電気設備関係更新

洪水対策及び人的災
害対策の強化

停電を想定した
エネルギー確保

リスク管理マニュアル
等の整備・維持

施設の耐震化

将
来
へ
の
備
え

地震等災害時に
おける相互応援体制

の充実

公道漏水調査 効率的な漏水調査の実施

検討
殿ダム水源
の施設整備

燃料等の備蓄

叶水源地の自家発電設備更新

江山浄水場系の
給水区域拡大
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●【目標：持続－水道サービスの持続】 

 

 
事業スケジュール 

  
＜鳥取市水道事業長期経営構想（改定版）106 頁から抜粋＞ 

 

 

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

持続 　水道サービスの持続

実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 定期的に更新

実施 実施

実施 実施

実施 実施
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統合前の簡易水道給水区域の整備計画（地域水道整備計画）について 

平成２９年４月、簡易水道事業は上水道事業に統合しました。 

統合した簡易水道事業の給水区域については、市長部局の計画を引き継いで、地域水道

として整備を行っています。 

引き継いだ計画を含めた地域水道整備事業の全体計画の見直しを平成２９年度に行い、

この度、統合前の簡易水道給水区域の整備方針を決定するとともに、整備計画を策定しま

したので、その概要について説明します。

記

１ 地域水道整備計画の見直しに当たっての整備方針 

・市長部局から引き継いだ計画に基づく整備を継続する。

・老朽化施設の更新の際には、隣接する施設との統合整備を推進する。

・隣接する施設との連絡管整備により、安定供給を図る。

・水源の水量不足や水質に対応するための施設整備を行う。

これらを総合的に勘案して、優先順位を定めて整備します。 

２ 整備計画図 

気高・鹿野・青谷・鳥取地域の地域水道整備計画図 図１ 

国府・福部・鳥取地域の地域水道整備計画図 図２ 

用瀬・佐治地域の地域水道整備計画図 図３ 

３ 平成２９年度末と整備計画実施後の水道施設数 

平成２９年度末 整備計画実施後 増減 

配水池 ９５  ７２  －２３  

水源地・浄水場 １２０  ７４  －４６  

ポンプ場 １３  １６  ３  

４ 地域水道整備計画の総事業費（施設更新・管路整備を含む） 

平成３０年度から平成４９年度まで（２０年間）の総事業費 

約１７０億円（事業費は概算であり、変動する場合があります。） 

※平成２２年度から平成２９年度まで（８年間）の簡易水道地域整備事業費 約５０億円

平成 30 年 7月 23 日 

水道事業審議会 

議題(2)
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５ 平成３０年度及び平成３１年度以降の実施箇所 

(1)平成３０年度の実施箇所

鳥取・国府・福部地域 円通寺、猪子、宇倍野、大石、石井谷、上地、湯山、福部中央 

用瀬・佐治地域 用瀬、余戸、口佐治、津無 

気高・鹿野・青谷地域 気高第６、今市勝谷 

(2)平成３１年度以降の実施箇所

平成３１年度から平成３４年度までに着手

する又は工事を継続している地域水道 

平成３５年度以降に着手する又は工事を

継続している地域水道 

円通寺、猪子、宇倍野、神垣、大石、栃本、

石井谷、上地、雨滝、下木原、湯山、福部

中央、用瀬、社、口佐治、津無、畑、つく

谷、余戸、河本、気高第６、今市勝谷 

矢矯、双六原、洞谷、高岡、神垣、楠城、

雨滝、下木原、用瀬、社、口佐治、中佐治、

万蔵、大水、気高第２、気高第３、気高第

５、気高第６、鹿野、今市勝谷、河内上条、

河内下条、鹿野小畑、勝部、八葉寺、蔵内、

早牛、上露谷 

※実施時期は全体事業費や用地条件、設計条件などによって前後することがあります。 

※上記地域のほかにも、施設更新や管路布設替などの事業は実施します。
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八葉寺 

双六原 

洞谷 

気高・鹿野・青谷・鳥取地域の地域水道整備計画図 図１ 

勝部 

早牛 

蔵内 

河内上条 

鹿野 

鹿野小畑 

上露谷 

今市勝谷 

河内下条 

気高第６ 

矢矯 

気高第５ 

気高第２ 
気高第３ 

猪子 

気高第６ 

施設名 新設 既設 廃止予定
水源地・浄水場

配水池
ポンプ場

現在
H30 .3 .31

水源地・浄水場 55 34 -21
配水池 44 32 -12
ポンプ場 4 7 3

施設名 計画 増減

-3
-

-3 -

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト

tw20140504
タイプライターテキスト





福部中央

神垣

湯山

上地

栃本 石井谷

大石

下木原
雨滝

国府・福部・鳥取地域の地域水道整備計画図 図２

国府

宇倍野
楠城

高岡

施設名 新設 既設 廃止予定
水源地・浄水場

配水池
ポンプ場

円通寺

現在
H30 .3 .31

水源地・浄水場 32 13 -19
配水池 24 17 -7
ポンプ場 1 4 3

施設名 計画 増減
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津無 

中佐治 
畑 

河本 

余戸 

口佐治 

用瀬・佐治地域の地域水道整備計画図 
図３ 

つく谷 

万蔵 

用瀬 

社 

施設名 新設 既設 廃止予定
水源地・浄水場

配水池
ポンプ場

大水 

現在
H30 .3 .31

水源地・浄水場 33 27 -6
配水池 27 23 -4
ポンプ場 8 5 -3

施設名 計画 増減
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